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きな工夫が凝らされた．1861 年に特別税は 2 つの主な種
類に分けられた，すなわち，不動産所得（農業不動産の

















































土地税 6,770 5,237 1,696
人頭税 644 663 750
固定資産と所得に対する特別税 5,505 4,298 7,599
他の特別税 329 512 1,112
印紙税 3,212 3,526 6,606
関税 27,622 42,463 57,360
酒税 15,209 15,841 20,414
砂糖税 71 998 9,947
国税合計 59,362 73,538 105,484
地方所得資産税 24,904 30,898 45,412
地方酒税 4,481 5,707 10,310
地方税合計 29,385 36,605 55,722
総計 88,747 110,143 161,206
GDP 1,233,000 1,401,000 2,162,000
GDP に占める税収の割合 7.2% 7.9% 7.5%































































1606-10 1916-20 1923-30 1936-40
所得・財産税 28 419 161 443
印紙税 13 56 55 64
自動車税 39 108
関税と物品税 114 165 321 580
その他 3 9 6 5
国税計 158 649 582 1,200
ランスティング・コミューン税
（地方所得税等）
75 282 373 522
道路税 10 20 33 32
他の地方税 11 17 15 19
地方税計 96 319 421 573
税収合計 254 968 1,003 1,773
GNP 3,089 8,946 8,886 11,856
GNP に占める税の割合 8.2 10.8 11.3 15.0















































税が導入されたとき，税率は 5％であった．1969 年 1 月








































GNP に占める税の割合 14.8% 21.0%















































新しく設置された CFU は，登録・徴収機関内に ADB
を導入する責任を持った．この ADB 改革は，1966 年に
始まり，1967 年から 68 年の変わり目にほぼ全面的に導





















スウェーデン デンマーク ノルウェー フィンランド イギリス ドイツ
1925 16.0 19.6 20.9 21.6 22.6 17.8
1933 18.9 20.1 25.1 20.1 25.2 23.0
1950 21.0 19.8 － 27.8 33.1 30.1
1960 28.7 25.3 32.0 27.5 27.3 33.9
1970 39.8 40.4 34.9 32.5 37.0 32.9
1980 47.5 43.9 42.7 36.2 35.2 33.1
1990 53.6 47.1 41.8 44.7 35.9 32.6
2000 54.2 48.8 40.3 46.9 37.4 37.9



























最後の 4 分の 1 世紀の租税制度の発展は，第 1 章 1.5




税収は 1970 年代に急速に増加し続けた．1970 年に税
の割合は約 40％に達し，1977 年には 53％に増加したが，



























12 の IBM コンピューターと DATASAAB の 8 つの D21
コンピューターがレーン行政部に設置されたが，2 重の
装置が非常に高価であることが分かり，その後 1970 年に







ゆる RS 改革（RS= 税務行政の合理化）の原則について
決定を行った．それは何よりも，すべての申告が公務員
によって審査されなければならず，評価期間が 11 月 30
日まで延期されなければならないというものであった．
表５　タイプ別税収のGDP比（1900-2000）
直接税 間接税 社会保険料 合計
1900 2.7 4.9 0 7.7
1912 4.8 3.7 0 8.5
1924 6.7 4.0 0.3 10.9
1930 5.5 4.3 0.2 10.1
1940 9.4 5.4 0.3 15.1
1950 12.3 7.4 1.3 21.0
1960 14.7 10 3.6 28.3
1970 20.2 12.4 7.6 40.2
1980 21.9 13.7 14.4 50.0
1990 23.4 17.2 15.1 55.7





RS 改革はまた，本質的に ADB 支援の拡大を意味した．
1977年の春にソルナに中央コンピューターが設置された．
次の年にモニタ端末（teminaler）と他の機器が中央レジ
スターに接続された．1979 － 80 年にコンピューターが
21 のレーン行政局に設置された．当初は約 680 の端末が


































1998 年の初めから，賃金取得者と年金者には 1999 年の
税勘定で適用された．
「RSV- コンチェルン」








1987 年 1 月 1 日にレーン行政局内の旧税務部門から成る
24 のレーン税務局が導入された．地方税務局はレーン税



















1967/68 1983 1992 2003
旧中央政府機関（RSV） 475 1,006 868 1,174
広域・地方税務行政 8,251 10,649 11,863 9,371
地方行政局 2,639 2,853 2,880 2,500







さらに，税務機関は 1991 年 7 月 1 日に教会に代わって




1990 年代の半ばに「RSV コンチェルン」は 51 の機関
から構成されていた．レーン当局は規模において，従業




リージョン化の第一歩は 1994 年 7 月 1 日に地方行政局
が 8 つの共同区域に分けられたことに始まる．地方行政
局のひとつがそれぞれの区域の共同機関に指定された．




それと一致する．1999 年 1 月 1 日から，「RSV コンチェ
ルン」は，こうして，RSV，10 の広域税務機関，10 の広
域地方行政局から構成された．





1 年後に 45 の税務署からなる新しい税務署組織が導入
され，2005 年 9 月 1 日に租税庁の本部に新しい組織が導
入された．組織再編の重要な部分は，租税庁と地方行政
局の両方に業務支援を行う特別な組織の創設であった．











7 月 1 日に，10 の広域地方行政局が廃止され，新しい全
国にまたがる地方行政局が導入された．この新しい地方
行政局は，独立した機関であるが，IT 業務，行政支援機能，
そして戦略的問題に関して租税庁にリンクしている．
